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Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

現状 目標
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
440 356 348 320 380 437 492 500 ※　単位：千㎥

計 1,464 計 1,809
平均 366 平均 452

事業活用活性化計画目標の設定根拠
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事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

地域産物の販売量の増加 23.50%

地域産物である県産材の木材加工施設での素材利用量の増加（％）
　＝(木材加工施設等の素材利用量の目標数値)÷(木材加工施設等の素材利
用量の現状)×100－100
　＝452千㎥(目標（Ｈ23～Ｈ26））÷366千㎥（現状（Ｈ19～Ｈ22））×100-100
　＝23.50％

　本県の製材工場は、零細で中小規模の工場が多く、コストダウンへの対応やニーズにあった製品の生産拡大への対応が遅れており、このままでは市場競争力が低下す
るとともに、全国一のスギ人工林資源の有効活用が図れなくなることが危惧される。
　一方、住宅メーカー等での国産材の使用を高める動きに対し、集成材生産工場においても、原材料を外国産材から国産材に転換する動きが進んでいる。
　このため、製材工場の再編等による木材産業の構造改革を進めるとともに、集成材の原料転換も含めたニーズに対応できる秋田スギ製材品生産施設の整備が必要と
なっており、施設整備によって地域資源であるスギ材の活用が図られ、雇用の創出・確保による定住化の促進など農山村の活性化に寄与するものとなる。
　今回の施設整備では、施設稼働から３年後には１４８千㎥のスギ材の活用が見込まれており、目標数値については木材加工施設での素材（県産材）の利用量とした。
　また、製材施設で４５名、素材利用量の増加に伴う林業従事者（素材生産）８８名、合わせて１３３名の新規雇用が見込まれており、これらの者が山村地域に居住すること
となることから、定住の目標数値とする。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

368,016 184,008 184,008
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368,016

活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性
交付額算
定交付率

交付限度額
（千円）

全体事業費
（千円）

交付金要望額
（千円）

Ｈ２３

実施期間

秋田製材協同組合

事業実施主体

27.農林水産物処理加工施設 秋田県全域

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等

　集成材用ラミナ製材施設
　　木材乾燥施設　１式

木材乾燥施設６基
木くず焚きボイラー１
式
ボイラー棟140㎥
チップサイロ棟216㎥
チップおがくず棟405
㎥
チッパー上屋243㎥
その他付帯工事１式

　大規模製材工場を整備することにより、年間１４８，０００㎥の県産の素材（スギ原
木）の利用が図られることとなり、活性化計画の目標としている地域産物の生産量の
増加（木材加工施設等の素材利用量の増加）に大きく寄与する計画となっている。
　また、製材工場では４５名の新規雇用を見込んでいるほか、素材利用量の増加に伴
う素材生産に携わる林業従事者の新たな雇用も見込まれることなど、山村地域での
雇用の確保による定住化の促進が図られる計画内容となっている。

184,008184,008 １／２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅲ　優先枠等を活用する事業に関する事項
（交付対象事業別概要）

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

２　生産製造連携事業計画優先枠

事業メニュー名

３　再生可能エネルギー供給施設整備優先枠

地区名

４　農林漁業再チャレンジ支援対策

事業メニュー名

５　農山漁村地域再生対策

所管省庁

優先事項
交付対象事業と併せて実施される関連事業 関連施策と交付対象事業との関連性及び併せ行うことにより期待される効果

施策の名称
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優先枠の種類 地区名 優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容

５　農山漁村地域再生対策

４　農林漁業再チャレンジ支援対策

優先枠の種類 地区名 優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容

３　再生可能エネルギー供給施設整備優先枠

優先枠の種類

２　生産製造連携事業計画優先枠

優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容

事業内容と優先枠指標との関連性

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

地区名

　　　優先枠指標の設定根拠

事　業　メ　ニ　ュ　ー　名

増　加　率　等　の　算　出増加率等
優先枠の種類 優先枠指標



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

輸出優先枠
関係

連携計画優
先枠関係

再生可能エ
ネルギー優
先枠関係

計画主体名 整理コード
輸出量の
増加

目標番号

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美

事業別内容 内訳 Ｈ２３ 秋田県 50008 秋田県 50008 3 1 1 秋田市 秋田県全域 1 1 27
農林水産物処理加

工施設

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） 999 Ｈ２６

事業活用活性化計画目標等 Ｈ２３ 秋田県 50008 秋田県 50008 3 1001 5 23.50

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） Ｈ２３ 秋田県 50008 秋田県 50008 3 2001

②ハード事業 Ｈ２３ 秋田県 50008 秋田県 50008 3 1 2002

創意工夫発揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 1 2007

⑤都道府県附帯事務費 Ｈ２３ 秋田県 50008 秋田県 50008 3 1 2008

総合計（①＋④＋⑤） Ｈ２３ 1 秋田県 50008 秋田県 50008 3 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） Ｈ２３ 秋田県 50008 秋田県 50008 3 1 2010

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

××県 事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

4

事業 メ ニ ュ ー名

関連する事
業は１を記

載

関連する事
業は１を記

載

耕作放棄地の
解消に向けた
取組の有無

関連する事
業は１を記

載

優先枠指
標

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

増減率等

事業活用活性化
計画目標

関連施策との
連携

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計欄
に 記 入

頑張る地方応
援プログラムと
の関連

地域再生計画と
の関連

計画
番号

ハード事
業、ソフト
事業の別
ハード：１
ソフト：２

農山漁村再チャ
レンジ支援対策

ポ イ ン ト
※市町村合計欄
に 記 入

市 町 村 名

増減率
等

ポ イ ン ト
※市町村合計欄
に 記 入

計画期間
最終年度

地域指定状況
地区名

計画の提
出年度

都道府県
名

都道府県
コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務
省））

計画主体
コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務
省））

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２



事業内容及び
事　業　量

仕入れに係る

消費税相当額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

16 製材施設一式 Ｈ２３
秋田製材協同組

合 368,016,000 184,008,000  1/2 184,008,000 0 0 製材施設一式 368,016,000 184,008,000 0 36,801,000 147,207,000 100 184,008,000 18,400,800 368,016,000 184,008,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ｈ２３ 368,016,000 184,008,000 184,008,000 0 0 368,016,000 184,008,000 0 36,801,000 147,207,000 100 184,008,000 18,400,800 368,016,000 184,008,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

368,016,000 184,008,000 184,008,000 0 0 368,016,000 184,008,000 0 36,801,000 147,207,000 184,008,000 18,400,800 368,016,000 184,008,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

368,016,000 184,008,000 184,008,000 0 0 368,018,000 184,008,000 0 36,801,000 147,207,000 184,008,000 18,400,800 368,016,000 184,008,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

368,016,000 184,008,000 184,008,000 0 0 368,016,000 184,008,000 0 36,801,000 147,207,000 184,008,000 18,400,800 368,016,000 184,008,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

368,016,000 184,008,000 184,008,000 0 0 368,018,000 184,008,000 0 36,801,000 147,207,000 184,008,000 18,400,800 368,016,000 184,008,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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市町村費 平 成 ２ ６ 年 度

翌 年 度 以 降

事 業 費

要 件 類 別
番 号

実 施 期 間

都道府県
費

前　年　度　ま　で

交 付 金 額
Ｄ

そ の
他

備 考

翌年度以降（予定）

本年度末
進 捗 率
Ｅ

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未満は切
り 捨 て ）

平 成 ２ ６ 年 度平 成 ２ ５ 年 度平 成 ２ ４ 年 度事 業 費

交 付 金 額

交 付 金 額

本年度までの累計本　年　度

事業費

全　　体　　計　　画

事 業 費

交付額算定
交 付 率

Ｂ

交付限度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
(千円未満は
切 り 捨 て ）

交 付 金 額
(千円未満
は切り捨て）

交 付
金 額
（千円未
満は切り
捨 て ）

全体事業費
Ａ

事 業 内 容 及 び
事 業 量

事 業 実 施
主 体


